



Living Problems for Residents of Government-Rented-Privately-Owned-
Houses-as-Temporary-Housing:
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表1　 みなし仮設居住者調査（益城町）の概要





















表2 年齢 表3 世帯構成
年齢 人数 ％ 世帯構成 人数 ％ 単身者の年齢 人数 ％
20 ～ 29歳 9 2.5 単身 55 15.6 20 ～ 29歳 1 1.8
30 ～ 39歳 31 8.8 夫婦のみ 111 31.4 30 ～ 39歳 7 12.7
40 ～ 49歳 48 13.6 母子 50 14.2 40 ～ 49歳 4 7.3
50 ～ 59歳 66 18.7 父子 2 0.6 50 ～ 59歳 9 16.4
60 ～ 69歳 115 32.6 ｝ 両親と子ども 92 26.1 60 ～ 69歳 14 25.5 ｝70 ～ 79歳 58 16.4 56.1% 三世代同居 24 6.8 70 ～ 79歳 13 23.6 61.8%80 ～ 89歳 25 7.1 その他 11 3.1 80 ～ 89歳 7 12.7
不明・
































































































































表７ 家族に健康面で不安な人がいるか 表8 家族に疾病や傷害がある人はいるか
人数 ％ 人数 ％
いる 153 43.3 いる 101 29.7
いない 191 54.1 いない 236 66.9











































































































































































































































































満たす人である。原則として、世帯人数が 4 人以下の場合は、家賃上限は 6 万円、世帯人数が 5 人以上の場合
は 9 万円である。なお、提供期間は 2 年間である（ただし、一定の要件を満たす人には供与期間の延長が認め
られている）。基本的には 2 年間の契約満了と同時に退去となるが、貸主の了解が得られれば、個人契約（通
常の入居者と貸主の賃貸借契約）も可能となっている（熊本市	2020）。
2	 そのほか被災状況にかかわる特徴として、①車中避難者の多さ、②災害関連死の多さ（2021 年 3 月時点で熊
本県内での死者 273 名のうち 218 名（熊本県	2021））なども挙げられる。なお、車中避難者の生活状態等につ
いては（稲月	2018）を参照のこと。
3	 内閣府によれば、今後起こるとされる「首都直下地震」では 94 万戸、「南海トラフ地震」では 205 万戸（東日










5	 米野史健によれば、東日本大震災（2011 年 3 月）の際、仮設住宅への入居時期は「借上型は 4 月までが累積 3
～ 4 割、6 月で 7 ～ 8 割になるのに対し、建設型では 4 月はわずかで 6 月でも 5 割、8 月にようやく 8 割に達
する状況」だったという（米野	2015:28）。ただし、入居時の審査や保証人の不在などによって「平時から賃貸
住宅の確保が難しい社会的弱者等がみなし仮設から排除される傾向」もある（菅野	2017:181）。
6	 別の資料によれば、宮城県で「プレハブ仮設」を 1 戸建設するのに要したコストは 730 万円であったのに対し、














11	 よか隊ネット熊本は、熊本地震の被災者支援を目的とした 80 以上の加盟団体からなるネットワークグループ
である。前身は、熊本地震の本震直後に設立された「こころをつなぐよか隊ネット」で、活動は「共同型事業
（地元団体の支援活動の応援を通じて被災者を支援する）」と「本体事業（よか隊ネットが主体となり加盟団体
とも協働しながら行う事業）」からなる。2017 年 4 月に一般社団法人となった。2016 年 10 月より益城町地域
支え合いセンターのみなし仮設居住者への見守り支援事業を受託していたが､ その後その部門が分離独立して
2018 年 5 月に一般社団法人 minori となった。詳しくは本特集所収の高木・稲月論文を参照のこと。
12	 震災 4 年目を迎えた 2020 年 3 月末時点でも、応急仮設住宅への入居者は 3,122 人（1,296 世帯）である。2016
年 3 月末の 16,519 人（7,304 世帯）からは大幅に減ったものの、依然として多くの人が仮住まいを強いられて





14	 調査票は A4 用紙 1 枚で、質問文はその両面に印刷されていたが、表面の最後に「裏面の質問にもお答えくだ
さい」等の指示が無かったためか、裏面の質問に全く答えていなかった人が 61 名おられた。ここでの「頼れ
る人がいるかどうか」や「相談したいこと」に関する質問文も裏面に置かれた質問である。そのため、これら
の質問の集計はその 61 名を除いた 292 名について行った。
15	 熊本県がみなし仮設住宅などで暮らす人を対象に行った健康調査（2017 年 7 月）によれば、地震後に「あま





日新聞』2017 年 12 月 25 日配信）。
16	 岡田広行によれば、東日本大震災においても「仙台市内のみなし仮設住宅では、比較的豊かな所得層が転居し、
貧困が固定化しつつある」状況が見られたという（岡田	2015	42）。
17	 もちろん「災害ケースマネジメント」はみなし仮設居住者への支援に限られるわけではなく、すべての被災者
を対象とするものである。
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